
図表Ａ　　　　　　　　法人向貸付金イメージMAP

法人の資金ニーズに対応する貸付金（ローン）のバリュエーションは様々
オリックス㈱提出資料

 (貸付金のイメージを整理するためマッピングしたもの）
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（注）円の大きさは市場規模を示すものではなく、金利や金額帯との対応をイメージしたもの。
（注）金利、金額や注釈は大体のイメージであり、厳密なものではない。
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プロジェクトローン 一般的に、貸付金額が大きく
なると、金利は低くなっていく。

リスクが大きくなると
金利は高くなっていく。

金額が小さく、期間
が短くなると、実行
のためのコスト負
担が大きくなるた
め金利は高くなり
やすい。

M&A案件や再生案件
などを含め、一部の
企業でリスクを切り分
けた資金調達に利用

ベンチャーや
成長途上の
企業が利用

複数の貸し手
をまとめて高額
を資金調達

開発プロジェ
クト案件など
に利用

運転資金や季節
性資金など、借入
の利便性を重視し
て中小企業が利
用

大企業向無担保ローン
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（業規制）

個人貸付は、不当高金利、過剰貸付け、悪質取立の取締りや多重債務問題防止目的から規制　
個人保証は、悪質取立等の禁止と「保証債務の範囲の制限」、「個人再生手続き」で対処　　
法人貸付・保証は、契約行為に係る情報の非対称性の問題は発生しない

（金利規制）

利息制限法　　 （民事金利）

出資法 （刑事金利）

出資法　1条、2条部分 ⇒投資サービス法へ
　　　（出資金や預り金の規制）

図表Ｂ　　　　　　　　　（貸金業制度の見直し案） 

法人個人 個人保証

（現在）

　　　（刑事金利と民事金利の一本化）
金利等規制法

債務者
法人 　　個人　　　

　
　　　　　貸金業規制法による
　　　　　　　一律の規制
　　　　（開業規制+行為規制）

契約の自由
＆自己責任
　　　↓
規制対象外
　

個人貸付
　　事業法
（開業規制）
（行為規制）

　

民法の特例

民事再生法
　　　の特則

　　個人債務公正取立法
　　　（統一行為規制）


